
 

 

群馬県勤労福祉センターの管理における指定管理者制度活用の実施方針 

令和元年６月 

 

１ 基本的事項 

(1) 施設の概要 

所在地 前橋市野中町３６１番地２ 

設置年月日 昭和５９年４月１日 

敷地面積 
１７,０３４㎡ ※ 管理面積 15,828.23 ㎡ 

             （中央児相等職員用駐車場共用部分を除く）  

主な施設・建物 

本館(ＲＣ造 3 階建、2,919.81 ㎡、昭和 59 年 3 月完成) 

体育館(ＲＣ造一部Ｓ造 2 階建、1,410.28 ㎡、昭和 59 年 10 月

完成) 

 

 (2) 施設の設置目的 

      勤労者の拠点施設として、勤労者の福祉の向上を図り、労使関係の安定に寄与する

とともに、広く県民の利用に供するために設置している。 

 

 (3) 指定管理者制度活用の目的 

   労使団体や勤労者をはじめ、広く県民に利用されており、勤労者の福祉の向上及

び労使関係の安定化に寄与していることから県が設置しているが、管理運営につい

ては、民間等が持つ創造的で柔軟な発想や豊富な知識を引き続き活用することによ

り、管理運営経費の縮減を図りながら、施設の効用を最大限発揮し、県民サービスを

向上することが可能と考えられる。 

 

 (4) 指定の期間（予定）   

５年間（令和２年４月～令和７年３月） 

 

 (5) 利用料金制採用の有無   

利用料金制を一部採用注)する。 

     注) 施設管理費用に対し利用料金収入の不足が見込まれることから、 (6)に定める

額を上限(予定)として施設管理費用の一部を指定管理者に支払う。 

 

 (6) 指定管理者に支払う施設管理費用の上限額（予定） 

６９，０７０千円（消費税及び地方消費税（以下「消費税等」という。）を含む

５年間の総額） 

      令和２年度 １３，８１４千円      

        令和３年度 １３，８１４千円        

        令和４年度  １３，８１４千円        

        令和５年度 １３，８１４千円 

        令和６年度 １３，８１４千円 



  

 

 (7) 施設の管理運営方針 

  ア 勤労者の福祉の向上を図ることを主目的の一つとして設置した施設であり、そ

の設置理念を尊重しつつ、適切な管理運営を行うこと。 

イ 公の施設であることを常に念頭において、公平な管理運営を行い、特定の団体

や個人に対して、有利又は不利になるような取扱いをしないこと。 

ウ 利用者や地域住民からの意見や要望を管理運営に反映させ、利便性の向上など

の県民サービスの向上を図ること。 

エ 施設の有効活用を図るとともに、効率的かつ効果的な管理運営を行い、経費削減

に努めること。 

オ 利用者が安全かつ快適に利用できるよう、施設等の維持管理、危機管理に万全を

期すること。 

カ 関係法令の遵守に努めること。 

 

(8) 指定管理者が行う業務の範囲（業務内容、要求水準、成果目標等） 

ア 業務内容 

   (ｱ) 群馬県勤労福祉センター（以下、「センター」という。）の有料施設等の利用 

の承認、承認の取り消し等に関する業務 

(ｲ) センターの開館時間、休館日の変更等に関する業務 

(ｳ) センターの有料施設等の利用料金の収受等に関する業務 

(ｴ) センターの施設及び附属設備の維持管理に関する業務 

(ｵ) その他センターの管理に関する事務のうち、知事が別に定める業務 

イ 要求水準 

    募集要項において、具体的な要求水準を定める。 

ウ 成果目標 

   (ｱ) 無事故 

(ｲ) 施設利用者数  １００，０００人／年 

      その他、応募者にも具体的な成果目標を提示させる。 

 

２ 募集及び候補者選定等に関する事項 

 (1) 募集の方法  

公募とする。 

 

(2) 審査の方法及び選定基準等 

ア 審査の方法 

    候補者選定における透明性・公正性を高めるため、県職員以外の民間委員で構成 

する選定委員会を設置し、応募者から提出された事業計画書等について、募集要項

において定める選定基準に基づいて総合的な審査を行う。 

イ 選定委員会の構成 

  財務会計及び労務管理に関する有識者（公認会計士、中小企業診断士、弁護士等）、 

労働分野に関する有識者、施設利用代表者から７名程度を選任する予定である。 



  

 

ウ 選定基準 

   (ｱ) 指定管理者の指定を受けようとする団体が、事業計画に沿った管理を安定して   

行う能力を有すること。 

(ｲ) 事業計画の内容が、県民の平等な利用を確保できるものであること。 

(ｳ) 事業計画の内容が、当該施設の設置の目的を効率的かつ効果的に達成できるも   

のであること。 

(ｴ) 事業計画の内容が、施設の管理運営に係る経費の縮減を図るものであること。 

(ｵ) 事業計画の内容が、利用者要望への対応、地域貢献、防災対策・緊急時の対応

等、その他必要と認める基準を満たすものであること。 

※ 各選定基準ごとの詳細な審査項目、審査内容及び配点については、選定委員会で    

決定し、募集要項において定める。 

エ 審査経過の公開 

     応募者及び提出された事業計画の概要、選定委員会の審査概要及び審査結果は、    

応募者の利益及び選定の公正性を損なわない範囲で、逐次公開する。 

 

３ 今後の日程（予定）に関する事項 

実施方針の県議会への報告 令和元年 ６月 

選定委員会の設置  ６月 

募集期間  ７月～８月 

応募状況の県議会への報告  ９月 

審査の実施  ９月～１１月 

候補者の選定（候補者としての適否の判定）  １１月 

指定及び債務負担行為に係る議案上程（審査経

過の県議会への報告） 

 １１月 

指定、協定の締結、引継 令和２年 １月～３月 

指定管理期間開始  ４月 

 

４ （参考）現在の管理状況 

 (1) 施設の管理者 

(公財)群馬県勤労福祉センター 

 

 (2) 施設管理経費の実績（指定管理業務相当部分）             

平成２９年度（２０１７年度）実績 収入 ３５，５９４千円 

            内訳 指定管理料 １２，５２０千円  

              利用料金収入 １９，２９４千円 

  （うちテニスコート利用料金相当収入 約１，０９７千円） 

               その他収入  ３，７８０千円 

                 支出 ３６，７０５千円 

         （うちテニスコート照明電気料金   約３７３千円） 



  

 

平成２８年度（２０１６年度）実績 収入 ３５，６０６千円 

            内訳 指定管理料  １３，２２６千円 

               利用料金収入 １８，６４９千円 

（うちテニスコート利用料金相当収入 約１，３２３千円） 

その他収入  ３，７３１千円 

                   支出  ３５，６５６千円 

        （うちテニスコート照明電気料金   約３９０千円） 

 

平成２７年度（２０１５年度）実績 収入 ３５，５７５千円 

            内訳 指定管理料 １２，７２０千円 

              利用料金収入 １８，７６６千円 

（うちテニスコート利用料金相当収入 約１，３８５千円）          

その他収入  ４，０８９千円 

                   支出 ３７，３８６千円 

（うちテニスコート照明電気料金   約５０５千円） 

 

 (3) 施設利用の実績  

平成２９年度（２０１７年度）実績 施設利用者数 ９６，６９６人 

          （うちテニスコート利用者数  ２，９３３人）  

平成２８年度（２０１６年度）実績 施設利用者数 ９６，３８５人 

（うちテニスコート利用者数  ３，６１９人） 

平成２７年度（２０１５年度）実績 施設利用者数 ９６，６８４人 

（うちテニスコート利用者数  ３，７３０人） 


